
 

資　　　　産　　　　の　　　　部 

土 地  
建 物  
構 築 物  
教育研究用機器備品 
その他の機器備品 
図 書  
車 輌  
建 築 仮 勘 定  
有 価 証 券  
長 期 貸 付 金  
貸 与 奨 学 金  
引 当 特 定 預 金  
差 入 保 証 金  
固 定 資 産 計  
現 金 預 金  
未 収 入 金  
短 期 貸 付 金  
貸 与 奨 学 金  
前 払 金  
立 替 金  
流 動 資 産 計  
合 計  

科　　　　　　目　 平成12年度　  平成11年度　 　 前年比　　 
  １７,２２３,３６６  １７,２２５,３９６ △ ２,０３０ 
  ２０,６０４,５１１  ２１,２１３,５１３ △ ６０９,００２ 
  ２,５６６,０８６  ２,５８６,６２９ △ ２０,５４３ 
  １,６５７,９８１  １,７３６,０９０ △ ７８,１０９ 
  ３０７,３２０  ３１４,６０３ △ ７,２８２ 
  ５,２７０,６４１  ５,０９７,４３２  １７３,２０９ 
  ２９２  １,０２６ △ ７３３ 
  ５,１５０  ５,１５０ 　 ０ 
  ２０,０００  ５０,０００ △ ３０,０００ 
  １００,０７８  １２１,７１５ △ ２１,６３８ 
  ５００,６９２  ５６９,０２９ △ ６８,３３７ 
  ３８,２３１,３１６  ３４,７５５,５４６  ３,４７５,７７０ 
  ７,６５８  ７,６５８  ０ 
  ８６,４９５,０９２  ８３,６８３,７８７  ２,８１１,３０６ 
  ７,０７６,０８９  ６,７３４,９２５ 　 ３４１,１６４ 
  ２４３,２０８  １５６,９４０ 　 ８６,２６８ 
  ２６,４４５  ２３,６９２ 　 ２,７５３ 
  １４２,９６６  １４２,５４６  ４２０ 
  ２,７１１  ４,０２３  １,３１１ 
  １,４９２  １,１１３  ３７９ 
  ７,４９２,９１０  ７,０６３,２３８ 　 ４２９,６７２ 
  ９３,９８８,００３  ９０,７４７,０２５  ３,２４０,９７８ 
 

 (単位:千円） 

負　債　及　び　基　本　金　の　部 

長 期 借 入 金  
退職給与引当金 
固 定 負 債 計  
短 期 借 入 金  
未 払 金  
前 受 金  
預 り 金  
流 動 負 債 計  
負 債 の 部 合 計  
 
第 1 号 基 本 金  
第 2 号 基 本 金  
第 3 号 基 本 金  
第 4 号 基 本 金  
基本金の部合計 
 
 
 
翌年度繰越消費収入超過額 
合 計  

科　　　　　　目　 平成12年度　  平成11年度　 　 前年比　　 
  ２,６６２,６６０  ３,１７５,８７０ △ ５１３,２１０ 
  ８,００８,２１１  ８,２３４,９３０ △　 ２２６,７１９ 
  １０,６７０,８７１  １１,４１０,８００ △　 ７３９,９２９ 
  ４１３,２１０  ４２３,２１０ △ １０,０００ 
  ８８６,２７０  ２５６,２３０ 　 ６３０,０３９ 
  ４,４５１,３００  ４,７５０,８６６ △ ２９９,５６７ 
  １５５,８０３  １７５,８４８ △ ２０,０４５ 
  ５,９０６,５８３  ５,６０６,１５５ 　 ３００,４２８ 
  １６,５７７,４５４  １７,０１６,９５５ △ ４３９,５０１ 
 
  ６１,６４４,２９２  ６０,３５７,１３５  １,２８７,１５７ 
  １１,０２４,８４８  ８,９５１,２１６  ２,０７３,６３２ 
  ２,１６７,９８２  １,８５９,６３０  ３０８,３５２ 
  １,１８１,０００  １,１８１,０００  ０ 
  ７６,０１８,１２１  ７２,３４８,９８０   ３,６６９,１４１ 
 
 
 
  １,３９２,４２８  １,３８１,０９０  １１,３３８ 
  ９３,９８８,００３  ９０,７４７,０２５  ３,２４０,９７８ 

平成12年度決算報告 

 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学 生 納 付 金  
手 数 料  
寄 付 金  
補 助 金  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 差 額  
事 業 収 入  
雑 収 入  
帰 属 収 入 合 計  
基本金組入額合計 
消費収入の部合計 
当年度消費収入超過額 
前年度繰越消費収入超過額 
翌年度繰越消費収入超過額 
 

科　　　　　　目　 平成12年度　  平成11年度　 　 前年比　　 
  １３,５８６,８５１  １３,２９６,９４８  ２８９,９０３ 
  １,１２５,４７８  １,００１,７８１ 　 １２３,６９７ 
  ５２,０２２  ４０,４８０  １１,５４２ 
  １,２０１,６９５  １,０９４,６４７  １０７,０４８ 
  ２００,６７９  ２７４,１９２ △ ７３,５１３ 
  ８４,３１２  ６３０  ８３,６８２ 
  １４８,８８１  １４２,５６７  ６,３１４ 
  ２０８,５１１  １８３,２８７  ２５,２２４ 
  １６,６０８,４２９  １６,０３４,５３２ 　 ５７３,８９７ 
 △ ３,６６９,１４１ △ ２,８０１,２４０ △ ８６７,９０１ 
  １２,９３９,２８８  １３,２３３,２９２ △　 ２９４,００４ 
 　 １１,３３８  １５,４７５ △ ４,１３７ 
  １,３８１,０９０  １,３６５,６１５ 　 １５,４７５ 
  １,３９２,４２８  １,３８１,０９０ 　 １１,３３８ 
 

支 出 の 部 
科　　　　　　目　 平成12年度　  平成11年度　 　 前年比　　 
人 件 費  
教 育 研 究 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
管 理 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
借 入 金 等 利 息  
資 産 処 分 差 額  
徴 収 不 能 額  
消費支出の部合計 

  ７,８１０,５９５  ７,８４７,２５７ △ ３６,６６２ 
  ４,０８１,２２２  ３,９８６,８６３ 　 ９４,３５９ 
  (１,５３１,７３８)  (１,４１４,７０７) 　 (１１７,０３１) 
  ８４１,０５３  １,０６７,６３３ △　 ２２６,５８０ 
  (１６２,７７５)  (１６９,５０１)  (△　　６,７２６) 
  １７８,７７９  ２１３,４１１ △ ３４,６３２ 
  １５,９１１  １０１,５３２ △ ８５,６２１ 
  ３８９  １,１２０ △ ７３１ 
 　１２,９２７,９４９ 　１３,２１７,８１７ △ ２８９,８６８ 

 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学生納付金収入 
手 数 料 収 入  
寄 付 金 収 入  
補 助 金 収 入  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 収 入  
事 業 収 入  
雑 収 入  
借 入 金 等 収 入  
前 受 金 収 入  
そ の 他 の 収 入  
資金収入調整勘定 
収 入 計  
前年度繰越支払資金 
収 入 の 部 合 計  

科　　　　　　目　 平成12年度　  平成11年度　 　 前年比　　 
  １３,５８６,８５１  １３,２９６,９４８  ２８９,９０３ 
  １,１２５,４７８  １,００１,７８１ 　 １２３,６９７ 
  ２,４５０  ４,４５０ △ ２,０００ 
  １,２０１,６９５  １,０９４６４７  １０７,０４８ 
  ２００,６７９  ２７４,１９２ △ ７３,５１３ 
  １４１,０５５  ５６,４６４  ８４,５９１ 
  １４８,８８１  １４２,５６７  ６,３１４ 
  ２０７,２３１  １８１,６３４  ２５,５９７ 
  ０  ０  ０ 
  ４,４５１,３００  ４,７５０,８６６ △ ２９９,５６６ 
  ８８０,８４７  ４,４８０,２５８ △ ３,５９９,４１１ 
 △ ４,９９４,０７４ △ ５,５５３,１７７ 　 ５５９,１０３ 
  １６,９５２,３９２  １９,７３０,６３０ △ ２,７７８,２３８ 
  ６,７３４,９２５  ７,５４１,８１９ △ ８０６,８９４ 
  ２３,６８７,３１７  ２７,２７２,４４９ △ ３,５８５,１３２ 
 

支 出 の 部 

人 件 費 支 出  
教育研究経費支出 
管 理 経 費 支 出  
借入金等利息支出 
借入金等返済支出 
施 設 関 係 支 出  
設 備 関 係 支 出  
資 産 運 用 支 出  
そ の 他 の 支 出  
資金支出調整勘定 
支 出 計  
次年度繰越支払資金 
支 出 の 部 合 計  

科　　　　　　目　 平成12年度　  平成11年度　 　 前年比　　 
  ８,０３７,３１３  ７,７４４,２５７  ２９３,０５６ 
  ２,５４６,５０３  ２,５６９,７４０ △　 ２３,２３７ 
  ６７８,２７８  ８９８,０８４ △　 ２１９,８０６ 
  １７８,７７９  ２１３,４１１ △ ３４,６３２ 
  ５２３,２１０  ６１３,２００ △ ８９,９９０ 
  ６５３,８７３  １,６７６,４４３ △ １,０２２,５７０ 
  ４９０,９３３  ８０８,９４０ △ ３１８,００７ 
  ３,８７５,７７０  ５,６９７,５４０ △ １,８２１,７７０ 
  ５１６,８６０  ５７５,９９７ △ ５９,１３７ 
 △ ８９０,２９２ △ ２６０,０８９ △ ６３０,２０３ 
  １６,６１１,２２８  ２０,５３７,５２４ △ ３,９２６,２９６ 
  ７,０７６,０８９  ６,７３４,９２５ 　  ３４１,１６４ 
  ２３,６８７.３１７  ２７,２７２,４４９ △ ３,５８５,１３２ 
 

平成12年度「資金収支決算」 平成12年度「消費収支決算」 

平成12年度「貸借対照表」 

平成12年度「資金収支決算」 平成12年度「消費収支決算」 平成12年度「消費収支決算」 

平成12年度「貸借対照表」 平成12年度「貸借対照表」 

学生納付金 
81.8％ 

補助金 
7.2％ 

手数料6.8％ 
寄付金0.3％ 

資産運用収入 
1.2％ 

資産売却差額 
0.5％ 

事業収入 
0.9％ 
雑収入 
1.3％ 

人件費 
47.0％ 

教育研究経費 
24.6％ 

基本金組入額 
22.1％ 

資産処分差額 
0.1％ 
収入超過額 
0.1％ 

借入金等利息 
1.1％ 

管理経費 
5.0％ 

※グラフの数値は、収入・支出とも「帰属収入合計」を分母とする。 

＜貸借対照表の解説＞ 
●「資産の部」の「固定資産」で前年比増減が特に大きい科目は「建物」の前年比6億900万円の減少であり、これは市原総合資料室棟の売却
処分によるものである。「引当特定預金」の前年度比34億7,577万円の増加は「再構築引当特定預金」が13億3,000万円増加、「第2号基
本金引当特定預金」が20億6,628万円増加、「第3号基本金引当特定預金」が3億835万円増加したことなどによる。以上から「固定資産計」
は28億1,130万円増加しており、864億9,509万円となっている。「流動資産」では「現金預金」が3億4,116万円増加した。これにより「流
動資産計」も4億2,967万円増加し、流動比率（流動資産／流動負債）が126.9と昨年度の126.0を0.9ポイント改善している。 
●「負債の部」では「長期借入金」が5億1,321万円減少。「退職給与引当金」は今年度末の要支給額の減少により2億2,671万円減少。「未払金」
は昨年度より6億3,003万円増加して8億8,627万円となったが、これは本年3月31日が土曜日にあたり、3月末退職者への退職金支払が金融機
関営業日の4月2日付となったために膨らんだことによる。「前受金」は平成13年度学費等の12年度中受け入れ額の計上等によるものであり、全
納率の低下傾向等により2億9,956万円減少している。以上から「負債の部合計」は4億3,950万円減少の165億7,745万円となっている。 
●「基本金の部合計」は消費収支計算でも説明した通り36億6,914万円の増加による760億1,812万円となっている。以上が「貸借対照表」の解説
であるが「翌年度繰越消費収入超過額」は前年度比1,133万円の増加を計上することができ、過年度からの累積額は13億9,242万円となっている。 

＜資金収支決算の解説＞ 
●「収入計」は前年度比27億7,823万円減少の169億5,239万円となって
いる。これは次年度収入となる「前受金収入」が対前年度比で2億9,956万円
減少したことや「その他の収入」が対前年比35億9,941万円と大きく減少した
ことによる。増加したものでは「資産売却収入」があるが、これは市原総合資料
室棟の土地・建物、及びニュージーランド学術交流事務所保有の車両の売却に伴
うものである。 
●「支出計」は前年度比39億2,629万円減少の166億1,122万円となって
いる。支出計が減少となった主な原因は「人件費支出」を除くすべての支出が昨
年数値を下回ったことからである。とりわけ「施設関係支出」が、大規模な新規
建設がなかったことから昨年度と比べて10億2,257万円減少したこと、「資産
運用支出」で第2号基本金組入れ等に伴う「引当特定預金への繰入支出」が減
少したことが大きく影響している。なお「人件費支出」の対前年比2億9,305万
円の増加は、今年度から導入された選択定年制による退職者の退職金付加金部
分の発生等、退職金支出が2億5,020万円増加したことが要因である。 
●以上の「収入計」と「支出計」から「現金」及び「流動性の預金」で保持している「次
年度繰越支払資金」は70億7,608万円となり、これは3億4,116万円の増加であ
り、ここ数年低下傾向にあった流動比率も若干ながら改善できている。 

＜消費収支決算の解説＞ 
●収入では「資産運用収入」を除くすべての科目が前年度
より増収となった。「学生生徒等納付金」は2億8,990万
円の増額となっており、これは平成12年度の学費を全学加
重平均で対前年比1.97％の増額改定をしたこと、及び在
籍学生数が増加したためである。「手数料」は1億2,369
万円増額となっており、これは新たな入試制度の導入等に
より、志願者数が9,933名増加したこと、及び12年度から
追試験手数料（1科目1,000円）の徴収を行ったことによる。
「寄付金」は1,154万円増加しており、これは文部科学省
科学研究費補助金による取得機器の現物寄付が中心である。
「補助金」の増加１億704万円は、国庫補助金の大半を占
めている「経常費補助金」であり、一般補助が3,423万円
減少したものの、特別補助が8,533万円増加したことや、
文部科学省施設整備費等補助金（いわゆる買取助成）で
5,011万円増加したことによる。「資産運用収入」は収入
科目のなかで唯一、昨年度より7,351万円減収となってい
るが、これは資金運用金利の低迷によるものである。「資産
売却差額」8,368万円の増加は、市原総合資料室棟の売
却にともなう土地・建物の売却益である。「事業収入」は積
極的な実学講座の展開で255万円増加したほか、学生寮
舎費等の補助活動収入が251万円増加したこと等から、合
計で631万円増加している。「雑収入」が2,522万円増加
したのは、今年度の教職員退職者数が選択定年制の導入に
より昨年度を上回り、退職金財団からの交付金収入が増え
たことが主とした要因である。総じて、経済の長期低迷を受
け、財政環境の悪化が言われているが、学生納付金、手数料、
補助金を中心に、収入は前年度より増収となっており「帰属
収入合計」は前年度比5億円7,389万円増加の166億
842万円となっている。 
●支出では「人件費」が「退職給与引当金繰入額」が前年
度比で6,665万円減少したことが大きく、総額で前年度比
3,666万円の減少となっている。「教育研究経費」は各種
教学改革関連支出により、全体で前年度比9,435万円増加
の40億8,122万円となっている。「管理経費」はさらなる
管理部門の経費節減により、2億2,658万円減少の総額8
億4,105万円となっている。「借入金等利息」は昨年度比
3,463万円減少している。これは元金返済に伴い利息支
出額が漸減していることが要因。「資産処分差額」は昨年
度より8,562万円減少している。その要因は昨年度、8号
館1・2階部分の改修工事に伴う建物の処分損や、ニュージ
ーランド学術交流事務所閉鎖に伴う現地保有固定資産（教
職員用住宅敷地・住宅、機器備品）の除却に伴う処分損があ
ったため計上額が大きかったものの、今年度は通常どおり
の機器備品を中心とした除却となっており、減少となった。
「徴収不能額」は本学貸与奨学金、短期貸付金の返還金の
回収不能額の計上である。支出においては、全般的に昨年
度数値を下回る結果となっている。 
●「基本金組入額」は前年度比8億6,790万円の増加とな
っている。消費収支計算の収支全体では「帰属収入合計」
が平成11年度より5億7,389万円増加する一方、「消費支
出合計」が平成11年度より2億8,986万円減少したこと
から、いわゆる帰属収支差額（帰属収入－消費支出）が前年
度より8億6,375万円増加し、このことが基本金組入額が
昨年度を大幅に上回った要因となっている。このように平
成12年度消費収支の状況は、収入面の増収、支出面の減
少という本学財政にとっては、まことに望むべき結果となっ
ており、今後、厳しい財政状況が予想される中、将来の固定
資産取得のための資金として必要となる「基本金組入額」
を確保することができ、かつ収入超過を維持し得たことで、
収支均衡のとれた消費収支の決算となったといえる。 
 

＜総　括＞ 
以上の通り、大学を取り巻く厳しい環境の中にあって「資金
収支決算」「消費収支決算」「貸借対照表」を点検すると、
平成12年度に限っては財政的に極めて好ましい結果を示
している。これは予算編成の時点から取り組んでいる計画
的な業務の改善、効率的な資金配分などが功を奏したもの
と考えられる。 
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